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知っとこ！ミニ情報

第Ⅳ章

あなたの周りには、

あなたを応援してくれる人がきっといます。

だから、ひとりで悩まないで相談しよう！
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困ったときの相談窓口１

（１）労働に関する相談がしたい

＜労働に関する相談全般＞

＜労働相談・労使間でのトラブルの解決機関＞

＜労働基準関係法の法違反・相談　賃金、労働時間、安全衛生、労働災害、労災保険等＞

＜男女均等取扱い、マタハラ、セクハラ、育児・介護休業、パート労働に関する相談＞

＜労働相談・非正規労働の相談＞

みなくる鳥取

鳥取県
中小企業
労働相談所

鳥取市天神町30-5
(鳥取県労働会館内2F)

0120-451-783
しごと  なやみ

0857-25-3000

みなくる倉吉 倉吉市東昭和町286-2
(中国労金倉吉支店2F)

0120-662-390
0858-23-6131
0120-662-396
0859-31-8785みなくる米子 米子市東町189-2

(西部労働者福祉会館2F)

鳥取労働基準監督署 鳥取市富安2-89-4
(鳥取第一地方合同庁舎4F） 0857-24-3211

倉吉労働基準監督署 倉吉市駄経寺町2-15
（倉吉地方合同庁舎3F） 0858-22-6274

米子労働基準監督署 米子市東町124-16
（米子地方合同庁舎5F） 0859-34-2231

労使ネットとっとり 鳥取市東町1-271
(県庁第2庁舎7F) 0120-77-6010

鳥取労働局
総合労働相談コーナー 鳥取市富安2丁目89-9 0857-22-7000

鳥取総合労働
相談コーナー

鳥取市富安2丁目89-4
（鳥取労働基準監督署内） 0857-24-3245

倉吉総合労働
相談コーナー

倉吉市駄経寺町2-15
（倉吉労働基準監督署内） 0858-22-5640

米子総合労働
相談コーナー

米子市東町124-16
（米子労働基準監督署内） 0859-34-2263

鳥取労働局雇用環境・
均等室（指導担当） 鳥取市富安2丁目89-9 0857-29-1709

連合鳥取
非正規労働センター

鳥取市天神町30-5
（鳥取県労働会館3F） 0120-154-052
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（２）社会保険の相談・問合せ窓口が知りたい
＜労災保険　仕事中のけがや事故、通勤災害＞　

＜雇用保険　失業給付の手続き、雇用継続給付＞

＜健康保険　健康保険証の発行、傷病手当金の請求＞

　　※倉吉・米子は年金事務所内に窓口があります
＜厚生年金保険に関すること　年金の給付＞　

＜国民健康保険・国民年金・住民税に関すること＞

　

　お住まいの市町村役場

鳥取労働基準監督署 鳥取市富安2-89-4
(鳥取第一地方合同庁舎4F） 0857-24-3211

倉吉労働基準監督署 倉吉市駄経寺町2-15
（倉吉地方合同庁舎3F） 0858-22-6274

米子労働基準監督署 米子市東町124-16
（米子地方合同庁舎5F） 0859-34-2231

鳥取年金事務所 鳥取市扇町176 0857-27-8311

倉吉年金事務所 倉吉市山根619-1 0858-26-5311

米子年金事務所 米子市西福原2-1-34 0859-34-6111

＜税金に関すること＞　 　

鳥取税務署 鳥取市富安2-89-4
(鳥取第一地方合同庁舎1F） 0857-22-2141

倉吉税務署 倉吉市上井587-1 0858-26-2721

米子税務署 米子市東町124-16
(米子地方合同庁舎1F） 0859-32-4121

全国健康保険協会
（協会けんぽ）鳥取支部

鳥取市扇町58
（ナカヤビル1F） 0857-25-0050

ハローワーク鳥取
（鳥取公共職業安定所） 鳥取市富安2-89 0857-23-2021

ハローワーク倉吉
（倉吉公共職業安定所）

倉吉市駄経寺町2-15
(倉吉地方合同庁舎1F) 0858-23-8609

ハローワーク米子
（米子公共職業安定所）

米子市末広町311
(イオン米子駅前ビル4F) 0859-33-3911

ハローワーク根雨 日野郡日野町根雨349-1 0859-72-0065

鳥取県ふるさとハローワーク
八頭（火・木曜日）

八頭郡八頭町郡家100
(鳥取県八頭庁舎　別館1F) 0858-76-7076

ふるさとハローワーク
境港（火・金曜日）

境港市上道町3000
(境港市役所　別館1F) 0859-44-1733

エールの言葉　身近に相談できる人を見つけよう！
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（公財）ふるさと鳥取県定住機構

57

（３）仕事の紹介・仕事探しの相談がしたい！
＜職業紹介、就職相談（全般）＞

＜鳥取県での就職・定住（IJUターン）の相談、企業情報の提供＞

＜若者の就労・社会参加への支援＞
とっとり若者
サポートステーション 0857-21-4140

鳥取市扇町115-1
（鳥取駅前第一生命ビル1F）

鳥取市扇町7
（鳥取フコク生命駅前ビル1F）

0859-21-8766米子市末広町311
（イオン米子駅前店4F）

0857-24-4740

県立東京ハローワーク
東京都千代田区平河町2-6-3

（都道府県会館10F） 03-5212-9179

県立関西ハローワーク
大阪市北区梅田1-1-3-2200

（大阪駅前第３ビル22F） 06-6346-1786

よなご若者
サポートステーション

＜障がい者の就労・生活の支援＞
【東部】障がい者就業・生活
支援センターしらはま

鳥取市伏野2259-17 0857-59-6060

【中部】障がい者就業・生活
支援センターくらよし 倉吉市昭和町1-156 0858-23-8448

【西部】障がい者就業・生活
支援センターしゅーと

米子市道笑町2-126-4
(稲田地所第5ビル1Ｆ） 0859-37-2140

ハローワーク鳥取
（鳥取公共職業安定所）

部
　
　
東

部　　

中

部

　
　

西

鳥取県ふるさと
ハローワーク八頭
ハローワーク倉吉

県立倉吉ハローワーク

（倉吉公共職業安定所）

ハローワーク米子
（米子公共職業安定所）

県立米子ハローワーク

ふるさとハローワーク境港

県立境港ハローワーク

ハローワーク根雨

ヤングハローワークとっとり

県立鳥取ハローワーク

鳥取市富安2-89

鳥取市扇町7
（鳥取フコク生命駅前ビル1F）
鳥取市東品治町111-1
（JR鳥取駅構内）
八頭郡八頭町郡家100
（鳥取県八頭庁舎別館1F）

倉吉市駄経寺町2-15

倉吉市山根557-1
（パープルタウン1F）
米子市末広町311
(イオン米子駅前店4F)
米子市末広町311
(イオン米子駅前店4F）
境港市上道町3000
(境港市役所 別館1Ｆ）
境港市上道町3000
(境港市役所 別館1Ｆ）

日野郡日野町根雨349-1

0857-23-2021

0857-39-8986

0857-51-0501

0858-72-3986

0858-23-8609

0858-24-6112

0859-33-3911

0859-21-4585

0859-44-1733

0859-44-3395

0859-72-0065
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（４）働くための知識や技能を身につけたい！ 
＜職業訓練全般に関すること＞

 　　

＜職業訓練の申し込みや情報提供の窓口＞
　◎各ハローワークの窓口（前ページ参照）

＜職業訓練校＞

（５）その他・様々な困りごと相談窓口 
＜架空請求、不当請求、消費者金融などの相談＞
　鳥取県消費生活センター

＜法律相談＞　　　

＜生活全般の相談＞ 

※県外での相談窓口は、各都道府県労働局のホームページから情報を入手してみてください。

ポリテクセンター鳥取 鳥取市若葉台南7-1-11 0857-52-8781

ポリテクセンター米子 米子市古豊千520 0859-27-0111

産業人材育成センター
倉吉校 倉吉市福庭町2-1 0858-26-2247

産業人材育成センター
米子校 米子市夜見町3001-8 0859-24-0371

東部消費生活相談室 鳥取市東町1-271
(県庁第2庁舎2F) 0857-26-7605

中部消費生活相談室 倉吉市駄経寺町187-1
(倉吉交流プラザ2F) 0858-22-3000

西部消費生活相談室 米子市末広町294
(米子コンベンションセンター４F) 0859-34-2648

日本司法支援センター（愛称：法テラス） 0570-078374

法テラス鳥取法律事務所 鳥取市西町2-311
（鳥取市福祉文化会館5F） 050-3383-5495

法テラス倉吉法律事務所 倉吉市山根572 050-3383-5497

鳥取県商工労働部
雇用人材局産業人材課 鳥取市東町1-220 0857-26-7222

ライフサポート
センターとっとり

（鳥取県労福協内）

鳥取市天神町30-5
（鳥取県労働会館内） 0120-82-5858

コミュニケーション能力は経験しないと伸びない。
失敗と成功を繰り返す中で伸びていく力だよ！ 　エールの言葉
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労働条件通知書（モデル様式）２

年　　月　　日
　　　　　　　　　　殿

事業場名称・所在地
使 用 者 職 氏 名

契約期間 期間の定めなし、期間の定めあり（　　年　　月　　日～　　年　　月　　日）
※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合に記入
１　契約の更新の有無
　[自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（　　　）]
２　契約の更新は次により判断する。
　　・契約期間満了時の業務量　　　・勤務成績、態度　　　　・能力
　　・会社の経営状況　・従事している業務の進捗状況　　　　　　　　　　　
　　・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【有期雇用特別措置法による特例の対象者の場合】
無期転換申込権が発生しない期間：　Ⅰ（高度専門）・Ⅱ（定年後の高齢者）
Ⅰ　特定有期業務の開始から完了までの期間（　　　年　　か月（上限10年））
Ⅱ　定年後引き続いて雇用されている期間

就業の場所

従事すべき
業務の内容

【有期雇用特別措置法による特例の対象者（高度専門）の場合】
・特定有期業務（　　　　　　　　　　　開始日：　　　　完了日：　　　　）

始業、終業の
時刻、休憩時
間、就業時転
換((1) ～ (5)
のうち該当す
るもの一つに
○を付けるこ
と。)、 所 定
時間外労働の
有無に関する
事項

１　始業・終業の時刻等
　(1) 始業（　　　時　　　分）　終業（　　　時　　　分）
　【以下のような制度が労働者に適用される場合】
　(2) 変形労働時間制等；（　　）単位の変形労働時間制・交替制として、次の勤務

時間の組み合わせによる。
   －始業（　時　分） 終業（　時　分） （適用日　　　　　）
   －始業（　時　分） 終業（　時　分） （適用日　　　　　）
   －始業（　時　分） 終業（　時　分） （適用日　　　　　）
　(3) フレックスタイム制；始業及び終業の時刻は労働者の決定に委ねる。
　　　（ただし、フレキシブルタイム（始業）　時　分から　　時　分、
　　　　　　　　　　　　　　　　　（終業）　時　分から　　時　分、
　　　　　　　　　　　 コアタイム　　　　 時　分から　　時　分）
　(4) 事業場外みなし労働時間制；始業（　時　分）終業（　時　分）
　(5) 裁量労働制；始業（　時　分） 終業（　時　分）を基本とし、労働者の決定に委ねる。
○詳細は、就業規則第　条～第　条、第　条～第　条、第　条～第　条
２　休憩時間（　　）分
３　所定時間外労働の有無
　　　　　　（　有　（１週　　時間、１か月　　時間、１年　　時間），無　）
４　休日労働（　有　（１か月　　日、１年　　日），　無　）

休　　　日
及び

勤　務　日

・定例日；毎週　　曜日、国民の祝日、その他（　　　　　　　　　）
・非定例日；週・月当たり　　日、その他（　　　　　　　　　　）
・１年単位の変形労働時間制の場合－年間　　日
　（勤務日）
毎週（　　　　　　）、その他（　　　　　　）
○詳細は、就業規則第　条～第　条、第　条～第　条

休　　　暇 １　年次有給休暇　６か月継続勤務した場合→　　　　　日
　　　　　　　　　継続勤務６か月以内の年次有給休暇　（有・無）
　　　　　　　　　→　か月経過で　　日
　　　　　　　　　時間単位年休（有・無）
２　代替休暇（有・無）
３　その他の休暇　有給（　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　無給（　　　　　　　　　　）
○詳細は、就業規則第　条～第　条、第　条～第　条

 （短時間労働者用；常用、有期雇用型）



66

そ
　
の
　
他

Ⅳ

60

Ⅳ
労
働
条
件
通
知
書

（
モ
デ
ル
様
式
）

賃　　　金 １　基本賃金　イ　月給（　　　　　円）、ロ　日給（　　　　　円）
　　　　　　　ハ　時間給（　　　　円）、
　　　　　　　ニ　出来高給（基本単価　　　 円、保障給 　 　円）
　　　　　　　ホ　その他（　　　　　円）
　　　　　　　ヘ　就業規則に規定されている賃金等級等

２　諸手当の額又は計算方法
　　イ（　　手当　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　）
　　ロ（　　手当　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　）
　　ハ（　　手当　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　）
　　ニ（　　手当　　　　円　／計算方法：　　　　　　　　　　　）
３　所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率
　　イ　所定時間外、法定超　月６０時間以内（　　　）％
　　　　　　　　　　　　　　月６０時間超　（　　　）％
　　　　　　　　　　所定超　（　　　）％
　　ロ　休日　法定休日（　　　）％、法定外休日（　　　）％
　　ハ　深夜（　　　）％
４　賃金締切日（　　　）－毎月　日、（　　　）－毎月　日
５　賃金支払日（　　　）－毎月　日、（　　　）－毎月　日
６　賃金の支払方法（　　　　　　　　　　　　）

７　労使協定に基づく賃金支払時の控除（無　，有（　　　））
８　昇　給（　有（時期、金額等　　　　　　　　　　　　　　　）　，　無　）
９　賞　与（　有（時期、金額等　　　　　　　　　　　　　　　）　，　無　）
10 退職金（　有（時期、金額等　　　　　　　　　　　　　　　）　，　無　）

退職に関する
事項

１　定年制　（　有　（　　歳）　，　無　）
２　継続雇用制度（　有（　　歳まで）　，　無　）
３　自己都合退職の手続（退職する　　日以上前に届け出ること）
４　解雇の事由及び手続

○詳細は、就業規則第　条～第　条、第　条～第　条

そ　の　他 ・社会保険の加入状況（　厚生年金　健康保険　厚生年金基金　その他（　　　　））
・雇用保険の適用（　有　，　無　）
・雇用管理の改善等に関する事項に係る相談窓口
　　部署名　　　　　　　担当者職氏名　　　　　　　（連絡先　　　　　　　　　）
・その他

・具体的に適用される就業規則名（　　　　　　　　　）

　※以下は「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合についての説明です。

　労働契約法第18条の規定により、有期労働契約（平成25年４月１日以降に
開始するもの）の契約期間が通算５年を超える場合には、労働契約の期間の末
日までに労働者から申込みをすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌
日から期間の定めのない労働契約に転換されます。ただし、有期雇用特別措置
法による特例の対象となる場合は、この「５年」という期間は、本通知書の「契
約期間」欄に明示したとおりとなります。
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用語集３

【あ】
アルバイト…臨時的に雇用され、通常の労働者よりも労働時間が短い、あるいは労働日数

が少ない労働者のこと。P17-18
育児休業…出産後、１歳に満たない子を養育するために一定期間休業できる制度。P49-50、52
育児休業給付金…育児休業期間中の生活保障として給付される雇用保険の給付の一つ。P50
育児時間…子どもが１歳になるまでは、働く時間のうちで、育児のために使用できる時間。P49
違 約 金…

P26
請負契約…業務の完成をもって報酬を得る契約。P18

【か】
解　　雇…会社から一方的に労働契約を終了させること。P37,39-40
介護休業…要介護状態にある家族を介護するために一定期間休業できる制度。P51,52
介護休業給付金…要介護状態にある家族を介護するために一定期間休業する時の給付金。P51
介護保険料…介護保険制度の維持のために課せられる保険料。第1号被保険者（65歳以上）

と第２号被保険者（40 ～ 64歳）とに分けられ、保険料の負担は40歳から始
まる。P27

解雇予告手当…使用者が労働者を解雇する場合、少なくとも30日以上前に予告しなけれ
ばならない。30日に満たない場合に支払う手当のこと。P40

解雇理由証明書…解雇を通告された場合に労働者が使用者に請求できる。解雇の理由が書
かれた書面のこと。P40

架空請求…架空の費目で請求を行い、金品をだまし取ること。請求書を送りつけて、現金
を指定した口座に振り込ませるなどの手口があり、請求方法は、封書・電子メー
ル・電報などさまざま。P62

確定申告…納税者が自分で、その年に生じた所得とそれに対する所得税額を計算して確定
し、納税すべき税額を税務署に申告する手続きのこと。P57

期間満了…定められた期間が到来したこと。契約期間満了や定年など。P37
休業手当…所定労働日に会社の都合で労働者を休ませた場合、会社は労働者に６割以上の

手当てを支給しなければならない。P26
休憩時間…単に作業に従事しない手待ち時間を含まず、労働者が心身の疲労を回復するた

めの時間。P33
給付制限…手当の給付を制限されること。雇用保険では、自分の都合で退職した場合など

に、失業給付の支給が一時的に制限される。P46
共済組合…国家公務員、地方公務員、私立学校教職員が加入する健康保険。P47
共済年金…国家公務員、地方公務員、私立学校教職員が加入する年金の保険。2015年（平

成27年）10月に厚生年金に統一されました。P48
業務委託契約…ある一定の業務の遂行を第三者に頼んで代わりにしてもらう契約のこと。P18
勤怠管理…出勤や欠勤などを管理すること。通常は会社の総務や使用者が管理する。P28
クッション言葉…言いにくいことを伝える場合（依頼や謝罪などをする時）に添えると、

相手の不快感や嫌悪感を和らげる役目をする 言葉。P11
クーリング期間…期間制限の通算期間がリセットされる空白期間のこと。P24
慶弔休暇…本人や近親者の結婚、出産など（慶事）や近親者の死亡（弔事）が起きた場合

に取得できる休暇。会社ごとに決められている。P34
契約社員…会社などに一定期間だけ採用される労働者のこと（有期労働契約）。P17-18
減　　給…懲戒処分のひとつで一定の期間、一定の割合で賃金を減額する処分のこと。賃

金は労働者にとって生活の糧であることから、減給の期間や 減ずる額につい

契約で定めた義務を履行できなくなったり、履行が遅れたりした場合に、相手方に
支払うことをあらかじめ約束した金額をいう。労働契約において違約金を定める契
約は、労働基準法で禁止されている。

【あ】
アルバイト…臨時的に雇用され、通常の労働者よりも労働時間が短い、あるいは労働日数

が少ない労働者のこと。P17-18
育児休業…出産後、1歳に満たない子を養育するために一定期間休業できる制度。
　　　　　P51-52,54
育児休業給付金…育児休業期間中の生活保障として給付される雇用保険の給付の一つ。

P52
育児時間…子どもが1歳になるまでは、働く時間のうちで、育児のために使用できる時間。

P51
違 約 金…契約で定めた義務を履行できなくなったり、履行が遅れたりした場合に、相手

方に支払うことをあらかじめ約束した金額をいう。労働契約において違約金を
定める契約は、労働基準法で禁止されている。P26　

請負契約…業務の完成をもって報酬を得る契約。P18
【か】
解　　雇…会社から一方的に労働契約を終了させること。P37,39-40
介護休業…要介護状態にある家族を介護するために一定期間休業できる制度。P53,54
介護休業給付金･･要介護状態にある家族を介護するために一定期間休業できる制度。P53
介護保険料…介護保険制度の維持のために課せられる保険料。第１号被保険者（65歳以上）と第

２号被保険者（40 ～ 64歳）とに分けわれ、保険料の負担は40歳から始まる。P27
解雇予告手当…使用者が労働者を解雇する場合、少なくとも30日以上前に予告しなけれ

ばならない。30日に満たない場合に支払う手当のこと。P40
解雇理由証明書…解雇を通告された場合に労働者が使用者に請求できる、解雇の理由が書

かれた書面のこと。P40
架空請求…架空の費目で請求を行い、金品をだまし取ること。請求書を送りつけて、現金

を指定した口座に振り込ませるなどの手口があり、請求方法は、封書・電子メー
ル・電報などさまざま。P64

確定申告…納税者が自分で、その年に生じた所得とそれに対する所得税額を計算して確定
し、納税すべき税額を税務署に申告する手続きのこと。P48,59

期間満了…定められた期間が到来したこと。契約期間満了や定年など。P37
休業手当…所定労働日に会社の都合で労働者を休ませた場合、会社は労働者に６割以上の

手当てを支給しなければならない。P26
休憩時間…単に作業に従事しない手待ち時間を含まず、労働者が心身の疲労を回復するた

めの時間。P33
給付制限…手当の給付を制限されること。雇用保険では、自分の都合で退職した場合など

に、失業給付の支給が一時的に制限される。P46
共済組合…国家公務員、地方公務員、私立学校教職員が加入する健康保険。P47
共済年金…国家公務員、地方公務員、私立学校教職員が加入する年金の保険でしたが、

2015年（平成27年）10月に厚生年金に統一されました。P49
業務委託契約…ある一定の業務の遂行を第三者に頼んで代わりにしてもらう契約のこと。
　　　　　P18
勤怠管理…出勤や欠勤などを管理すること。通常は会社の総務や使用者が管理する。
　　　　　P28
クッション言葉…言いにくいことを伝える場合（依頼や謝罪などをする時）に添えると、相

手の不快感や嫌悪感を和らげる役目をする 言葉。P11
クーリング期間…期間制限の通算期間がリセットされる空白期間のこと。P24
慶弔休暇…本人や近親者の結婚、出産など（慶事）や近親者の死亡（弔事）が起きた場合に取

得できる休暇。会社ごとに決められている。P34
契約社員…会社などに一定期間だけ採用される労働者のこと（有期労働契約）。P17-18
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て法令により制限されている。P35,53
健康診断…労働者を雇用したら、使用者は労働者の健康管理をしなければならない。働き

始めるときの「雇入れ健康診断」、１年に１回の「定期健康診断」、深夜業や有
害業務に従事する労働者へは「特定業務従事者健康診断」がある。P56

健康保険…社会保険の１つで、業務外での一般生活における病気やけが等に対して、給付
される。P43-44、47

健康保険証…健康保険に加入した証。被保険者や扶養家族が健康保険の給付を受けること
ができる。会社を退職したら返還しなければならない。P44

源泉徴収…給与所得・退職所得など、報酬の支払いの際に、支払者が所定の所得税を天引
き徴収し、国に納付する制度。控除された額はあくまでも見込み額であり、そ
の年の賃金総額が確定する12月に精算される。P27,57

合意退職…労働者と使用者の合意に基づく退職。お互いが合意すれば即日退職も可能。P33
控　　除…ある金額から一定の金額を差し引くこと。P29-30
厚生年金保険…社会保険の1つで、労働者の老後の生活保障や障害を受けた場合等の生活

の安定を図るための制度。P39-40,44
国民健康保険…医療保険制度の１つで、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して、

医療給付又は医療費等の支給をする社会保険のこと。主に自営業の方や社会保
険に入れない方が対象。P53

５Ｓ（ゴエス）…整理、整頓、清掃、清潔、躾の頭の文字をとったもの。職場の安全や品
質向上を目的とした活動のこと。P8

国民年金…日本国内に住んでいるすべての20歳以上60歳未満の人が加入する年金保険。
P44,53

互 助 会…会員同士の助け合いを目的に作られた組織の名称で、会社によって異なる。月々
会費を集め、社員家族の慶弔費や社員旅行、歓送迎会などの費用として使用す
るケースが多い。P29-30

個人事業主…法人を設立せずに自ら事業を行っている個人。自営業者。請負契約、業務委
託契約の場合は労働者ではなく独立した個人事業主になる。P16

５Ｗ１Ｈ…いつ（When）、どこで（Where）、だれが（Who）、なにを（What）、なぜ（Why）、
どのように（How）、という６つの要素を含んだ情報伝達のポイントのこと。
P10

子の看護休暇…就学前の子どもが病気やけがで看護が必要な場合に取得できる休暇。
　　　　　P45-46,48
雇　　用…賃金を払って、人を雇うこと。
雇用契約書…労働契約をするときのかわす書類。労働条件通知書、雇入通知書、労働契約

書ともいう。P17-18,21-22,59-60
雇用保険…仕事を辞めた場合（辞めさせられた場合）の生活保障のための保険。他にも育

児休業中の生活保障や60歳を過ぎた場合の雇用継続時の保障（給付）なども
ある。P39-42

雇用保険被保険者証…雇用保険に加入したことを証明する書類。取得番号は退職後、次の
転職先でも同じ番号を使用するので、大切に保管しておくこと。P40

【さ】
サービス残業…時間外に働いても、その分の賃金が支払われないこと。P28
最低賃金…賃金の最低限度を定めるもの。時間単位で定められており、都道府県毎に金額

が異なる。P23
36条協定（サブロク協定）…労働者に、法定時間を超えて労働をさせることの出来る労

使による協定。P27-28

エールの言葉　失敗は成功のもと

減　　給…懲戒処分のひとつで一定の期間、一定の割合で賃金を減額する処分のこと。賃
金は労働者にとって生活の糧であることから、減給の期間や減ずる額について
法令により制限されている。P35,55

健康診断…労働者を雇用したら、使用者は労働者の健康管理をしなければならない。働き
始めるときの「雇入れ健康診断」、１年に１回の「定期健康診断」、深夜業や有害
業務に従事する労働者へは「特定業務従事者健康診断」がある。P58

健康保険…社会保険の１つで、業務外での一般生活における病気やけが等に対して、給付
される。P43-44,47-48

健康保険証…健康保険に加入した証。被保険者や扶養家族が健康保険の給付を受けること
ができる。会社を退職したら返還しなければならない。P44

源泉徴収…給与所得・退職所得など、報酬の支払いの際に、支払者が所定の所得税を天引
き徴収し、国に納付する制度。控除された額はあくまでも見込み額であり、そ
の年の賃金総額が確定する12月に精算される。P27,59

県立ハローワーク…鳥取県が設置する無料職業紹介所。若者・女性・中高年者の支援、移
住・定住者の就職活動の支援、企業支援を行う機関。P63

合意退職…労働者と使用者の合意に基づく退職。お互いが合意すれば即日退職も可能。
　　　　　P37
控　　除…ある金額から一定の金額を差し引くこと。P27-28,48
厚生年金保険…社会保険の１つで、労働者の老後の生活保障や障害を受けた場合等の生活

の安定を図るための制度。P43-44,49
国民健康保険…医療保険制度の１つで、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して、

医療給付又は医療費等の支給をする社会保険のこと。主に自営業の方や社会保
険に入れない方が対象。P47-48,59,62

5Ｓ（ゴエス）…整理、整頓、清掃、清潔、躾の頭の文字をとったもの。職場の安全や品
質向上を目的とした活動のこと。P8

国民年金…日本国内に住んでいるすべての20歳以上60歳未満の人が加入する年金保険。
P47,49,59,62

互 助 会…会員同士の助け合いを目的に作られた組織の名称で、会社によって異なる。月々
会費を集め、社員家族の慶弔費や社員旅行、歓送迎会などの費用として使用す
るケースが多い。Ｐ27-28

個人事業主…法人を設立せずに自ら事業を行っている個人。自営業者。請負契約、業務委
託契約の場合は労働者ではなく独立した個人事業主になる。P18

5Ｗ１Ｈ…いつ（When）、どこで（Where）、だれが（Who）、なにを（What）、なぜ（Why）、
どのように（How）、という６つの要素を含んだ情報伝達のポイントのこと。P10

固定残業代…毎月決まった金額を実際の残業の有無にかかわらず、一定時間分の残業代と
して支払うもの。P31

子の看護休暇…就学前の子どもが病気やけがで看護が必要な場合に取得できる休暇。
　　　　　P51-52
雇　　用…賃金を払って、人を雇うこと。
雇用契約書…労働契約をするときのかわす書類。労働条件通知書、雇入通知書、労働契約

書ともいう。P19-20,23-24,65-66
雇用保険…仕事を辞めた場合（辞めさせられた場合）の生活保障のための保険。他にも育児

休業中の生活保障や60歳を過ぎた場合の雇用継続時の給付等もある。
　　　　　P43-46
雇用保険被保険者証…雇用保険に加入したことを証明する書類。取得番号は退職後、次の

転職先でも同じ番号を使用するので、大切に保管しておくこと。P44
【さ】
サービス残業…時間外に働いても、その分の賃金が支払われないこと。P29,32
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損害賠償…他人に損害を与えた者が、被害者に対しその損害を填補（てんぽ）し、損害が
なかったのと同じ状態にすることをいう。P23

【た】
代　　休…休日労働や長時間労働を行った場合、その代償として休日を与えること。「振

替休日」とは違う。P26
退　　職…自分の意思または会社都合により離職すること。P33-34
退職勧奨（退職強要）…使用者が労働者に退職を勧めるものであり、応じるかどうかは労

働者の自由判断。退職を勧める行為が受ける者の自由な意思決定を妨げ、無理
やり勧奨を繰り返すと強要になる。P36

退 職 金…退職する際に、雇い主などから退職者に支給される金銭。多くは一時金である
が、年金形式のときもある。退職手当。P19

退職証明書…労働者が退職したことを証明する書類。退職後に次の保険に加入する時に必
要なこともある。P53

団体交渉権…労働条件（賃金・労働時間など）や労使間のルール（団交ルール等）に関す
る労使間の交渉をする権利。P20

団体行動権…要求を実現するために、ストライキなどの団体行動を行う権利。P20
懲戒解雇…労働者の重大な規則違反に対して使用者が労働者を制裁する目的で行う解雇。P33
賃　　金…労働したことに対して、会社から労働者に支払われるお金のこと。P23
通勤災害…通勤途中での事故による負傷やそれに起因する疾病、その他通勤に起因すること

の明らかな疾病をいう。（通勤でも業務の性質を有するものは除く。）P39-41
定　　年…ある一定の年齢に達したら仕事を退職する場合のその年齢のこと。またそうし

た仕組みによって退職すること。P33
【な】
年金事務所…旧社会保険庁にかわり2010年（平成22年）１月に日本年金機構が発足した。

これにより年金事務所が旧社会保険事務所の行っていた主に年金や健康保険に
関する業務を行う。P39-40,44,53

年金手帳…公的年金の加入者に交付される手帳。基礎年金番号や年金に初めて加入した年
月日などが記載されており、国民年金から厚生年金に、あるいはその逆に切り
替える場合や、年金の請求手続きなどに使用する。P40,53

年次有給休暇…労働者の心身のリフレッシュを目的とした休暇のこと。所定労働日に会社
を休んでも賃金がもらえる。年休や有休ともいう。P31-32

年末調整…サラリーマンや公務員などの給与所得者に対して事業所等が支払った１年間
（１月～ 12月）の給与・賃金及び源泉徴収した所得税について、12月の最終
支払日に再計算し、所得税の過不足を調整すること。P29,53

【は】
パ ー ト… パートタイム労働者の略。所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の

労働者の所定労働時間に比べ短い労働者をいう。P15-16
派　　遣…派遣元事業主と雇用関係を結び、派遣先の事業主の指揮命令のもとで働く働き

方のこと。P15-16
ハローワーク…公共職業安定所の通称。求職、求人の申込みや職業紹介や相談、職業訓練

の紹介、雇用保険の各種支給を行っている。P39-40,42,53
パワー・ハラスメント…パワハラともいい、職務上の地位や影響力に基づき、相手の人格

や尊厳を侵害する言動を行うことにより、その人や周囲の人に身体的・精神的
な苦痛を与え、就業環境を悪化させること。P51-52

被保険者…公保険や私保険による補償やサービスを受ける人。P40-48

エールの言葉　「なぜ失敗したのか」ではなく、「どう成功したか」が大切

65

標準報酬…社会保険の保険料や保険給付額を算定するための基準として、便宜的に実際
の報酬額の代わりに用いる金額のこと（標準報酬月額、標準報酬日額など）。
P43,45

普通解雇…労働契約を継続していくことに困難な事情があり、やむを得ず行う解雇。
P33,35-36

不当請求…サービスの利用料金の請求などで、事前に合意した契約内容とは異なる内容の
請求を一方的に行うことである。P58

扶養家族…生活の面倒をみなければならない家族。自分の収入で養わなければならない家族。P39
ブラック企業…労働基準法などをきちんと守っていないために、労働条件が非常に悪く、

就職先として望ましくないような会社のこと。長時間労働やサービス残業、パ
ワハラや過重なノルマなど、働く上で労働者に強いダメージを与える。P52

振替休日…あらかじめ定められた休日を変更し、別の日に休日を与えること。就業規則に
振替休日を行うことを規定し、４週４日の休日を確保したうえで、遅くとも前
日までに労働者に予告する。「代休」とは違う。P26

ふるさと鳥取県定住機構…鳥取県への移住・定住・ＩJUターンの就職活動の支援や、とっ
とり企業ガイドブックを作成して企業情報の提供などを行う機関。鳥取県の求
人情報の配信（メルマガ登録）や、専門スタッフによる就職支援（求職登録）
ができる『とっとり仕事・定住人材バンクシステム』のインターネットサイト
も運営している。P57

平均賃金…事由発生前３か月間の賃金総額をその期間の総暦日数で割った金額。休業手当
や解雇予告手当などの計算で使用される。P26,36

法定外労働…法律で決められた労働時間（法定労働時間）より延長して働くこと。P28
法定休日…毎週少なくとも１日、４週間を通じて４日以上の休みを与えるよう法律で定め

た休日のこと。P26
法定労働時間…１日につき８時間、１週40時間（44時間の事業所有り）の労働時間のこと。P24
法テラス…日本司法支援センターの愛称。国が設立した法的トラブル解決のための相談・

支援機関。P58
ほうれんそう…･報告、連絡、相談の略。P9-10

【ま】
マタハラ…マタニティハラスメントの略で、妊娠・出産・産休・育休取得をきっかけに、

異動や減給、雇止めなどの不利益な扱いをすること。P49
マ ナ ー…ルールではなく、目の前にいる人への心遣い。思いやりや相手を敬う気持ち。

P7-12　　
みなくる…鳥取県中小企業労働相談所の愛称。労働相談、キャリア相談、内職情報提供等

を行っている。P55
無期転換ルール…有期労働契約が通算５年を超えて繰り返し更新された場合、労働者の申

込みにより、契約期間のない労働契約に転換するルールのこと。2013年（平
成25年）４月１日以降に契約したものが対象。P22

無期労働契約…期間の定めのない労働契約のこと。正社員や常用パートなど。P22
【や】
雇入通知書…労働条件通知書や雇用契約書、労働契約書ともいう。会社と労働者との間で

決められた働く条件を書面にしたもの。P17-18,59-60
雇 止 め…期間の定めのある雇用契約において、これまで何度も契約更新を繰り返してい

た労働者に対して、雇用期間が満了したことにより契約を更新せずに、労働者
を辞めさせること。P33,37

エールの言葉　昨日、先月、去年、できなかったことができた自分は凄い！と自分をたたえよう！

最低賃金…賃金の最低限度を定めるもの。時間単位で定められており、都道府県毎に金額
が異なる。P26

36条協定（サブロク協定）…労働者に、法定時間を超えて労働をさせることの出来る労使
による協定。P30

産前産後休業…出産前後の休暇のこと。産前６週間（多胎妊娠は14週間）は請求による取
得、産後８週間は経過しないと就業させられない期間のこと。P51

時間外手当…法定労働時間を超えて労働した時間に支払われる割増賃金のこと。残業手当
とも言う。P28,31

時間外労働…法定労働時間を超えて労働すること。残業とも言う。P30-31
自己都合退職…自分の都合により退職したこと。P37-38
失業給付…会社を離職後、労働の意思及び能力を持っている人が職業に就けない場合、被

保険者期間等の要件により支給される給付金のこと。P43-46
社会人基礎力…経済産業省が提唱している言葉で、「前に踏み出す力」、「考え抜く力」、「チー

ムで働く力」の３つの能力（12の能力要素）から構成されており、職場や地域社
会で多様な人々と仕事をしていくために必要な基礎的な力としている。P6

社会保険…通常は健康保険と厚生年金保険のことをあわせていう。広い意味では「労働保
険」と「社会保険」を合わせたものをいう。P43-44,47-49

就業規則…会社で働く時のルールを定めたもの。常時10人以上の労働者を使用している
事業場では作成義務があり、労働基準監督署に届け出ることが必要。P21-22

住 民 税…都道府県民税と市町村民税の総称。在職中は毎月の給与から控除されるところ
もある。前年の所得に対して翌年徴収される。P27

出産育児一時金…出産した時に支給される健康保険の給付の一つ。被扶養者が出産した場
合は家族出産育児一時金が支給される。P51

出産手当金…法律で定められた産前産後休業の間、報酬が得られない場合に支給される手
当。P51

障がい者就業・生活支援センター…障がいのある方の仕事と生活の両面を支援したり相談
できる機関。鳥取県内では３か所ある。P63

試用期間…労働者の能力や適性を見極めるために会社が試しに雇入れる期間のこと。
　　　　　P20,40,44
使 用 者…事業主又は事業の経営担当者その他その事業の労働者に関する事項について、

事業主のために行為をするすべての者をいう。（労基法第10条）P19
消費者金融…個人に対して小口の融資を行う金融機関。P50,64
消費生活センター…全国に設置されており、商品やサービスなど消費生活全般に関する苦

情や問合せなど、消費者からの相談を専門の相談員が受付け、公正な立場で処
理にあたっている機関。悪徳商法などの被害にあったら相談すること。P64

傷病手当金…私傷病により、就労が不可能で報酬が得られない場合に給付される健康保険
の給付の１つ。P47

賞　　与…毎月の賃金とは別に、夏や年末などに特別に支払われる賃金のこと。「ボーナス」
や「一時金」ともいう。P21

所定労働時間…労働契約や就業規則等で定められた時間のこと。P29
所 得 税…毎年１月１日から12月31日までの１年間に生じた所得を対象に課税される。

P27,48,59
嘱託社員…正社員とは異なる契約によって勤務する準社員の一種。一般的に定年後も引き

続いて会社に所属する人のことを指す場合が多い。P18
深夜時間…通常は午後10時-午前５時までの時間帯をいう。P31
精皆勤手当…遅刻や欠勤など休みなく会社に出勤して仕事した時の手当。会社によっては

精勤手当や皆勤手当となっている場合もある。P35
誓 約 書…使用者と労働者との間で交わす約束の覚書。P26
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Ⅳ
用
　
語
　
集

損害賠償…他人に損害を与えた者が、被害者に対しその損害を填補（てんぽ）し、損害が
なかったのと同じ状態にすることをいう。P23

【た】
代　　休…休日労働や長時間労働を行った場合、その代償として休日を与えること。「振

替休日」とは違う。P26
退　　職…自分の意思または会社都合により離職すること。P33-34
退職勧奨（退職強要）…使用者が労働者に退職を勧めるものであり、応じるかどうかは労

働者の自由判断。退職を勧める行為が受ける者の自由な意思決定を妨げ、無理
やり勧奨を繰り返すと強要になる。P36

退 職 金…退職する際に、雇い主などから退職者に支給される金銭。多くは一時金である
が、年金形式のときもある。退職手当。P19

退職証明書…労働者が退職したことを証明する書類。退職後に次の保険に加入する時に必
要なこともある。P53

団体交渉権…労働条件（賃金・労働時間など）や労使間のルール（団交ルール等）に関す
る労使間の交渉をする権利。P20

団体行動権…要求を実現するために、ストライキなどの団体行動を行う権利。P20
懲戒解雇…労働者の重大な規則違反に対して使用者が労働者を制裁する目的で行う解雇。P33
賃　　金…労働したことに対して、会社から労働者に支払われるお金のこと。P23
通勤災害…通勤途中での事故による負傷やそれに起因する疾病、その他通勤に起因すること

の明らかな疾病をいう。（通勤でも業務の性質を有するものは除く。）P39-41
定　　年…ある一定の年齢に達したら仕事を退職する場合のその年齢のこと。またそうし

た仕組みによって退職すること。P33
【な】
年金事務所…旧社会保険庁にかわり2010年（平成22年）１月に日本年金機構が発足した。

これにより年金事務所が旧社会保険事務所の行っていた主に年金や健康保険に
関する業務を行う。P39-40,44,53

年金手帳…公的年金の加入者に交付される手帳。基礎年金番号や年金に初めて加入した年
月日などが記載されており、国民年金から厚生年金に、あるいはその逆に切り
替える場合や、年金の請求手続きなどに使用する。P40,53

年次有給休暇…労働者の心身のリフレッシュを目的とした休暇のこと。所定労働日に会社
を休んでも賃金がもらえる。年休や有休ともいう。P31-32

年末調整…サラリーマンや公務員などの給与所得者に対して事業所等が支払った１年間
（１月～ 12月）の給与・賃金及び源泉徴収した所得税について、12月の最終
支払日に再計算し、所得税の過不足を調整すること。P29,53

【は】
パ ー ト… パートタイム労働者の略。所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の

労働者の所定労働時間に比べ短い労働者をいう。P15-16
派　　遣…派遣元事業主と雇用関係を結び、派遣先の事業主の指揮命令のもとで働く働き

方のこと。P15-16
ハローワーク…公共職業安定所の通称。求職、求人の申込みや職業紹介や相談、職業訓練

の紹介、雇用保険の各種支給を行っている。P39-40,42,53
パワー・ハラスメント…パワハラともいい、職務上の地位や影響力に基づき、相手の人格

や尊厳を侵害する言動を行うことにより、その人や周囲の人に身体的・精神的
な苦痛を与え、就業環境を悪化させること。P51-52

被保険者…公保険や私保険による補償やサービスを受ける人。P40-48

エールの言葉　「なぜ失敗したのか」ではなく、「どう成功したか」が大切

用
　
語
　
集

Ⅳ

整理解雇…経営上の理由により労働者を人員整理し、解雇すること。P37,39
セクシュアルハラスメント…セクハラともいい、人が嫌がる性的な性質の言動や行為によ

り、職場環境を悪化させること。P55-56
【た】
代　　休…休日労働や長時間労働を行った場合、その代償として休日を与えること。「振

替休日」とは違う。P34
退　　職…自分の意思または会社都合により離職すること。P37-38
退職勧奨（退職強要）…使用者が労働者に退職を勧めるものであり、応じるかどうかは労

働者の自由判断。退職を勧める行為が受ける者の自由な意思決定を妨げ、無理
やり勧奨を繰り返すと強要になる。P40

退 職 金…退職する際に、雇い主などから退職者に支給される金銭。多くは一時金である
が、年金形式のときもある。退職手当。P21

退職証明書…労働者が退職したことを証明する書類。退職後に次の保険に加入する時に必
要なこともある。P59

団体交渉権…労働条件（賃金・労働時間など）や労使間のルール（団交ルール等）に関する労
使間の交渉をする権利。P22

団体行動権…要求を実現するために、ストライキなどの団体行動を行う権利。P22
懲戒解雇…労働者の重大な規則違反に対して使用者が労働者を制裁する目的で行う解雇。

P37
賃　　金…労働したことに対して、会社から労働者に支払われるお金のこと。P25
通勤災害…通勤途中での事故による負傷やそれに起因する疾病、その他通勤に起因するこ

との明らかな疾病をいう。（通勤でも業務の性質を有するものは除く。）
　　　　　P43-45
定　　年…ある一定の年齢に達したら仕事を退職する場合のその年齢のこと。またそうし

た仕組みによって退職すること。P37
【な】
年金事務所…旧社会保険庁にかわり2010年１月に日本年金機構が発足し、主に年金や社

会保険加入に関する業務を行う機関。P43-44,49,59,62
年金手帳…公的年金の加入者に交付される手帳。基礎年金番号や年金に初めて加入した年

月日などが記載されており、国民年金から厚生年金に、あるいはその逆に切り
替える場合や、年金の請求手続きなどに使用する。P44,59

年次有給休暇…労働者の心身のリフレッシュを目的とした休暇のこと。所定労働日に会社
を休んでも、賃金がもらえる。年休や有休ともいう。P35-36

年末調整…サラリーマンや公務員などの給与所得者に対して事業所等が支払った1年間（1
月-12月）の給与・賃金及び源泉徴収した所得税について、12月の最終支払日
に再計算し、所得税の過不足を調整すること。P27,59

【は】
パ ー ト…パートタイム労働者の略。所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労

働者の所定労働時間に比べ短い労働者をいう。P17-18
配偶者控除…所得のない、あるいは所得の少ない配偶者を持つ人が受けられる所得控除。

P48
配偶者特別控除…一定の範囲の所得がある配偶者をもつ人が受けられる所得控除。P48
派　　遣…派遣元事業主と雇用関係を結び、派遣先の事業主の指揮命令のもとで働く働き

方のこと。P17-18
ハローワーク…公共職業安定所の通称。求職、求人の申込みや職業紹介や相談、職業訓練

の紹介、雇用保険の各種支給を行っている。P43-46,59,62-63
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標準報酬…社会保険の保険料や保険給付額を算定するための基準として、便宜的に実際
の報酬額の代わりに用いる金額のこと（標準報酬月額、標準報酬日額など）。
P43,45

普通解雇…労働契約を継続していくことに困難な事情があり、やむを得ず行う解雇。
P33,35-36

不当請求…サービスの利用料金の請求などで、事前に合意した契約内容とは異なる内容の
請求を一方的に行うことである。P58

扶養家族…生活の面倒をみなければならない家族。自分の収入で養わなければならない家族。P39
ブラック企業…労働基準法などをきちんと守っていないために、労働条件が非常に悪く、

就職先として望ましくないような会社のこと。長時間労働やサービス残業、パ
ワハラや過重なノルマなど、働く上で労働者に強いダメージを与える。P52

振替休日…あらかじめ定められた休日を変更し、別の日に休日を与えること。就業規則に
振替休日を行うことを規定し、４週４日の休日を確保したうえで、遅くとも前
日までに労働者に予告する。「代休」とは違う。P26

ふるさと鳥取県定住機構…鳥取県への移住・定住・ＩJUターンの就職活動の支援や、とっ
とり企業ガイドブックを作成して企業情報の提供などを行う機関。鳥取県の求
人情報の配信（メルマガ登録）や、専門スタッフによる就職支援（求職登録）
ができる『とっとり仕事・定住人材バンクシステム』のインターネットサイト
も運営している。P57

平均賃金…事由発生前３か月間の賃金総額をその期間の総暦日数で割った金額。休業手当
や解雇予告手当などの計算で使用される。P26,36

法定外労働…法律で決められた労働時間（法定労働時間）より延長して働くこと。P28
法定休日…毎週少なくとも１日、４週間を通じて４日以上の休みを与えるよう法律で定め

た休日のこと。P26
法定労働時間…１日につき８時間、１週40時間（44時間の事業所有り）の労働時間のこと。P24
法テラス…日本司法支援センターの愛称。国が設立した法的トラブル解決のための相談・

支援機関。P58
ほうれんそう…･報告、連絡、相談の略。P9-10

【ま】
マタハラ…マタニティハラスメントの略で、妊娠・出産・産休・育休取得をきっかけに、

異動や減給、雇止めなどの不利益な扱いをすること。P49
マ ナ ー…ルールではなく、目の前にいる人への心遣い。思いやりや相手を敬う気持ち。

P7-12　　
みなくる…鳥取県中小企業労働相談所の愛称。労働相談、キャリア相談、内職情報提供等

を行っている。P55
無期転換ルール…有期労働契約が通算５年を超えて繰り返し更新された場合、労働者の申

込みにより、契約期間のない労働契約に転換するルールのこと。2013年（平
成25年）４月１日以降に契約したものが対象。P22

無期労働契約…期間の定めのない労働契約のこと。正社員や常用パートなど。P22
【や】
雇入通知書…労働条件通知書や雇用契約書、労働契約書ともいう。会社と労働者との間で

決められた働く条件を書面にしたもの。P17-18,59-60
雇 止 め…期間の定めのある雇用契約において、これまで何度も契約更新を繰り返してい

た労働者に対して、雇用期間が満了したことにより契約を更新せずに、労働者
を辞めさせること。P33,37

エールの言葉　昨日、先月、去年、できなかったことができた自分は凄い！と自分をたたえよう！

パワーハラスメント…パワハラともいい、職務上の地位や影響力に基づき、相手の人格や
尊厳を侵害する言動を行うことにより、その人や周囲の人に身体的・精神的な
苦痛を与え、就業環境を悪化させること。P32,57

被保険者…公保険や私保険による補償やサービスを受ける人。P43-54
標準報酬…社会保険の保険料や保険給付額を算定するための基準として，便宜的に実際

の報酬額の代わりに用いる金額のこと（標準報酬月額、標準報酬日額など）。
P47,51

普通解雇…労働契約を継続していくことに困難な事情があり、やむを得ず行う解雇。
　　　　　P37,39-40
不当請求…サービスの利用料金の請求などで、事前に合意した契約内容とは異なる内容の

請求を一方的に行うことである。P64
扶養家族…生活の面倒をみなければならない家族。自分の収入で養わなければならない家

族。P43,47-48
扶養控除…所得が一定以下の扶養家族（16歳以上）をもつ人が受けられる所得控除。P48
ブラック企業…労働基準法などがきちんと守られていないため、労働条件が非常に悪く、

就職先として望ましくないような会社のこと。長時間労働やサービス残業、パ
ワハラや過重なノルマなど、働く上で労働者に強いダメージを与える。P32

ブラックバイト…学生アルバイトなのに、正社員並みの仕事を任され、本来の学生生活を
送ることができないようなバイトのこと。P32

振替休日…予め定められた休日を変更し、別の日に休日を与えること。就業規則に振替休
日を行うことを規定し、４週４日の休日を確保したうえで、遅くとも前日まで
に労働者に予告する。「代休」とは違う。P34

ふるさと鳥取県定住機構…鳥取県への移住・定住・Ｉ(い)JU(じゅう)ターンの就職活動の
支援や、とっとり企業ガイドを作成して企業情報の提供などを行う機関。鳥取
県の求人情報の配信（メルマガ登録）や、専門スタッフによる就職支援（求職登
録）ができる『とっとり仕事・定住人材バンクシステム』のインターネットサイ
トも運営している。P63

平均賃金…事由発生前３か月間の賃金総額を総日数で割った金額。休業手当や解雇予告手
当などの計算で使用される。P26,40

法定外労働…法律で決められた労働時間（法定労働時間）より延長して働くこと。P31
法定休日…毎週少なくとも１日、４週間を通じて４日以上の休みを与えるよう法律で定め

た休日のこと。P34
法定労働時間…１日につき８時間、１週40時間（44時間の事業所有り）の労働時間のこと。

P29
法テラス…日本司法支援センターの愛称。国が設立した法的トラブル解決のための相談・

支援機関。P64
ほうれんそう…報告、連絡、相談の略。P9-10

【ま】
マタハラ…マターニティハラスメントの略で、妊娠・出産・産休・育休取得をきっかけに、

異動や減給、雇止めなどの不利益な扱いをすること。P55-56,61
マ ナ ー…ルールではなく、目の前にいる人への心遣い。思いやりや相手を敬う気持ち。

P7-12
みなくる…鳥取県中小企業労働相談所の愛称。労働相談、キャリア相談、内職情報提供等

を行っている。P61
無期転換ルール…有期労働契約が通算５年を超えて繰り返し更新された場合、労働者の申

込みにより、契約期間のない労働契約に転換するルールのこと。2013年（平
成25年）４月１日以降に契約したものが対象。P24

無期労働契約…期間の定めのない労働契約のこと。正社員や常用パートなど。P24
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有給休暇…労働義務のある日に休んでも給料が支払われる休暇のこと。P31-32
有期労働契約…･期間の定めがある労働契約。契約社員、派遣社員、パート、アルバイト、

嘱託社員。非常勤社員など。P15-16,21-22
【ら】
ライフサポートセンターとっとり…安心して暮らせる社会作りを目指すため、働く仲間を

中心としたサポート体制を築き、退職者や高齢者、勤労者を対象とした相談活
動の拠点。（一財）鳥取県労働者福祉協議会が2007年10月に設置。P58

離　　職…現在の会社や仕事から離れること。退職、失業をいう。P39-42
離 職 票…退職した時に離職したことを証明する書類。P42,53
労災保険…業務上での災害に対して治療費や賃金補償などを給付する保険。P39-41
労使協定…会社と労働者の過半数代表者（労働組合）との間で結ぶ協定のこと。協定内容

によっては労働基準監督署への届出が必要。P27
労使ネットとっとり…鳥取県労働委員会個別労使紛争解決支援センターの愛称。労働者と

使用者との間に発生した個別の労使紛争に対し、話合いで紛争解決を図る機関。
P55

労　　働…頭や身体を使って、モノや人のためになるサービス、新しい価値などをつくる
こと。

労働基準監督署…労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法など労働に関する法律を取り
締まる公的機関。法違反の行為に対し指導等を行う。その他労災保険の給付の
業務を行っている。P55-56

労働基準法…憲法27条第２項の規定を受けて、労働者が人として価値ある生活を営むた
めに、最低の労働条件を保障することを明らかにした法律のこと。P15,17

労働組合…労働者が主体になって、労働条件の維持改善その他経済的地位の向上を図るこ
とを目的として組織する団体。ユニオンともいう。P20

労働契約…労働者と使用者間の労務上の約束事。労使の自主的な交渉のもと、合意により
労働条件を決定する。P17-18

労働契約法…雇用にあたり労働者と使用者の間で締結される労働契約の基本的事項を定めた
法律。2007年（平成19）11月に成立し、2008年３月１日から施行された。P15

労働災害…職場で仕事中に受けたケガや病気、死亡事故などをいう。P39-41
労働時間…使用者の指揮命令のもとで働く時間のことで、休憩時間を除いた始業時から終

業時までの時間のこと。P24
労働者代表…労働者の過半数を代表する労働組合がある場合にはその労働組合、労働組合

がない場合は、事業所の労働者（正規、非正規は問わない）の過半数を代表す
る者。P27

労働者派遣契約…派遣元と派遣先との契約。P16
労働条件…仕事の内容や賃金、勤務する日などについて、会社と労働者との間で決められ

た働く条件。P17-18,59-60
労働条件通知書…雇用契約書や雇入通知書ともいう。会社と労働者との間で決められた働

く条件を書面にしたもの。P17-18,59-60
労 働 法…働く人を守るための法律をまとめた総称。P15
【わ】
若者仕事ぷらざ…概ね45歳までの若年就業希望者に対し職業紹介、相談を行っている公

的機関。ヤングハローワークを併設している。P3-4,57
割増賃金…法定時間外労働、又は法定休日に労働者を勤務させた場合、通常の賃金に法律

で定められた割増率をかけた賃金のこと。P28

エールの言葉　昨日、先月、去年、できなかったことができた自分は凄い！と自分をたたえよう！
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【や】
雇入通知書…労働条件通知書や雇用契約書、労働契約書ともいう。会社と労働者との間で

決められた働く条件を書面にしたもの。P19-20,65-66
雇 止 め…期間の定めのある雇用契約において、これまで何度も契約更新を繰り返してい

た労働者に対して、契約を更新せずに辞めさせること。P37,41
ヤングハローワーク…若者就業希望者へ職業紹介や相談を行っている公的機関。P63
有給休暇…労働義務のある日に休んでも給料が支払われる休暇のこと。P35-36
有期労働契約…期間の定めがある労働契約。契約社員、派遣社員、パート、アルバイト、

嘱託社員。非常勤社員など。P17-18,23-24
【ら】
ライフサポートセンターとっとり…安心して暮らせる社会作りを目指すため、働く仲間を

中心としたサポート体制を築き、退職者や高齢者、勤労者を対象とした相談活
動の拠点。P64

離　　職…現在の会社や仕事から離れること。退職、失業をいう。P43-46
離 職 票…退職した時に離職したことを証明する書類。P46,59
労災保険…業務上での災害に対して治療費や賃金補償などを給付する保険。P43-45
労使協定…会社と労働者の過半数代表者（労働組合）との間で結ぶ協定のこと。協定内容に

よっては労働基準監督署への届出が必要。P22,30
労使ネットとっとり…鳥取県労働委員会個別労使紛争解決支援センターの愛称。労働者と

使用者との間に発生した個別の労使紛争に対し、話合いで紛争解決を図る機関。
P61

労働基準監督署…労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法など労働に関する法律を取り
締まる公的機関。法違反の行為に対し指導等を行う。その他労災保険の給付も
行っている。P61,62

労働基準法…憲法27条第２項の規定を受けて、労働者が人として価値ある生活を営むた
めに、最低の労働条件を保障することを明らかにした法律のこと。P17,19

労働組合…労働者が主体になって、労働条件の維持改善その他経済的地位の向上を図るこ
とを目的として組織する団体。ユニオンともいう。P22

労働契約…労働者と使用者間の労務上の約束事。労使の自主的な交渉のもと、合意により
労働条件を決定する。P19-20

労働契約法…雇用にあたり労働者と使用者の間で締結される労働契約の基本的事項を定め
た法律。P17

労働災害…職場で仕事中に受けたケガや病気、死亡事故などをいう。P43-45
労働時間…使用者の指揮命令のもとで働く時間のことで、休憩時間を除いた始業時から終

業時までの時間のこと。P29-30
労働者代表…労働者の過半数を代表する労働組合がある場合にはその労働組合、労働組合

がない場合は、事業所の労働者（正規、非正規は問わない）の過半数を代表する
者。P30

労働者派遣契約…派遣元と派遣先との契約。P18
労働条件…仕事の内容や賃金、勤務する日などについて、会社と労働者との間で決められ

た働く条件。P19-20,65-66
労働条件通知書…雇用契約書や雇入通知書ともいう。会社と労働者との間で決められた働

く条件を書面にしたもの。P19-20,65-66
労 働 法…労働者を守るための法律をまとめた総称。P17

【わ】
若者サポートステーション…若者を対象として、働くことや自立の支援を行う機関。P63
割増賃金…法定時間外労働、又は法定休日に労働者を勤務させた場合、通常の賃金に法律

で定められた割増率をかけた賃金のこと。P31
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※見開きページ右上に、社会人の大先輩から読者の皆さんへエールの言葉を贈ります。
　落ち込んだ時、疲れた時、心が折れた時などに、読んでみてね！




